
香椎地区まちづくり推進事業助成要綱  
 

（目的） 

第１条 この要綱は，福岡都市計画事業香椎駅周辺土地区画整理事業（以下「事業」

という。）の施行にともない，事業施行区域内の商店街の近代化に寄与するまちづ

くりの推進について調査・検討する団体を助成し，もって事業の円滑な推進と効率

的な市街地の形成を図ることを目的とする。 

（助成措置） 

第２条 市長が事業の施行にともない，商店街の近代化に寄与するまちづくりの推進

について調査・検討する団体に対して行う助成は，次の各号に掲げるものとする。 

 （１）調査・検討に対する指導及び助言 

 （２）助成金の交付 

（助成対象事業） 

第３条  助成対象となる商店街の近代化に寄与するまちづくりの推進についての調

査・検討は，次の各号に掲げるものに関する調査・検討とする。 

 （１）建物の共同化を図るための事業 

（２）個別建物の建築と街並みの一体化を図るための事業 

 （３）前各号に定めるもののほか，市長が助成を行うことを適当と認める事業 

（助成対象団体） 

第４条 助成措置を受けることのできる団体は，次の各号に掲げる要件を有している

団体とする。 

 （１）事業の施行区域（以下「施行地区」という。）内において，助成対象事業を６

か月以上していること。 

 （２）施行地区内における土地の所有権及び借地権又は建築物の所有者及び借地権を

有する者（以下「権利者」という。）が２０人以上で構成し，規約を定めている

こと。ただし，調査・検討する内容が国等の補助対象事業を目的としたもので，

かつ団体を構成する関係権利者の数が当該事業の補助対象要件に該当する場合は

この限りではない。 

 （３）特定の構成員の利益を図るような運営がなされていないものであること。 

 （４）前各号に定めるもののほか，要綱の趣旨に適合するように別に定める要件を備

えているものであること。 

（助成金の助成対象経費） 

第５条 助成金を交付する対象となる経費（以下「助成対象経費」という。）は，助

成対象事業の実施に要する経費とする。ただし，別表に掲げる経費及び助成対象経

費とすることが適当でないと市長が認める経費については，助成対象外とする。 

（助成金） 

第６条 この要綱による助成金の額は，まちづくりに関する調査・検討（以下「助成

対象事業」という。）に要した経費の３分の２以内とし，１年度につき１００万円

を限度として予算の範囲内で市長が定める額とする。ただし，助成対象事業が次の

各号に掲げる要件を満たしている場合は，助成対象経費のうち施設運営のあり方等

の商業関係の調査・検討に要する経費の４分の３以内，５０万円を限度として加算



することが出来るものとする。 

（１）建物の整備に関する事業と商業に関する事業を同一年度に実施すること。 

（２）両事業を同一年度に実施することが，全体事業の円滑な推進に不可欠であるこ

と。 

 （３）それぞれの事業は，異なる第三者に委託するなど，独立した事業であること。 

（４）それぞれの事業に要する経費は，支出先が異なること。 

２ 前項の規定により算出した助成金の額に千円未満の額がある場合は，これを切り

捨てるものとする。 

（助成期間） 

第７条 この要綱による助成は，５年間を限度とし，事業に係る土地区画整理法第１

０３条に規定する換地処分が行われた日の属する年度までとする。ただし，市長が，

助成期間を延長することが特に必要であると認める場合には，助成期間を延長する

ことができるものとする。 

（助成金交付の申請） 

第８条 この要綱に定める助成金を受けようとする者は，助成対象事業に着手する前

に，「香椎地区まちづくり推進事業助成金交付申請書」（様式第１号）に次に掲げ

る書類を添付して市長に提出しなければならない。 

 （１）事業計画書 

 （２）収支計画書 

 （３）その他市長が必要と認める書類 

（暴力団の排除） 

第９条 市長は，福岡市暴力団排除条例（平成 22 年福岡市条例第 30 号。以下「暴排条例」

という。）第６条の規定に基づき，本条に規定する排除措置を講じるものとする。 

２ 市長は，助成金の交付の申請をした者（以下「申請者」という。）が次の各号のいず

れかに該当するときは，この要綱に定める他の規程にかかわらず，助成金の交付の対象

としないものとする。 

（１）暴排条例第２条２号に規定する暴力団員 

（２）法人でその役員のうちに前号に該当する者のあるもの 

（３）暴排条例第６条に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者 

３ 市長は，助成金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）が前項各号

のいずれかに該当したときは，助成金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことがで

きる。 

４ 市長は，助成金からの暴力団の排除に関し警察への照会確認を行うため，申請者又は

補助事業者に対し当該申請者又は当該補助事業者（法人であるときは，その役員）の氏

名（フリガナを付したもの），生年月日，性別等の個人情報の提出を求めることができ

る。 

（事前指導） 

第１０条 申請者は，助成対象事業の計画の作成にあたっては事前に市に相談し，指

導及び助言を受けなければならない。 

（助成の決定） 

第１１条 市長は，第８条の申請があったときは，これを審査し助成金交付の適否及

び助成内示金額について決定するものとする。 

２ 市長は，前項の決定をしたときは，「香椎地区まちづくり推進事業助成金交付決



定通知書」（様式第２号）により，その旨を通知するものとする。 

３ 市長は，第１項の決定に条件を付すことができるものとする。 

（計画の変更） 

第１２条 補助事業者が，次の各号の一つに該当することとなった場合は，遅滞なく

「香椎地区まちづくり推進事業助成金変更申請書」（様式第３号）を市長に提出し，

承認を受けなければならない。 

 （１）助成対象事業に要する予算の変更をしようとするとき。 

 （２）助成対象事業の内容を変更しようとするとき。 

 （３）助成対象事業を中止し，又は廃止しようとするとき。 

２ 第１１条の規定は，前項の変更申請書が提出された場合について準用する。 

（実績報告） 

第１３条 補助事業者は，助成対象事業を完了したとき又は補助事業廃止の承認を受

けたときは，すみやかに「香椎地区まちづくり推進事業実績報告書」（様式第４号）

に次に掲げる書類を添付して市長に提出しなければならない。 

 （１）事業報告書 

 （２）収支報告書 

 （３）その他市長が必要と認める書類 

（助成金額の確定） 

第１４条 市長は，前条の報告書を受理した場合は，報告書等の審査及び必要に応じ

て行う調査等により，助成対象事業の成果が助成決定の内容及びこれに付した条件

に適合するものであることを調査確認するものとする。 

２ 市長は，前項の調査確認により交付すべき助成金の額を確定したときは，「香椎

地区まちづくり推進事業助成金交付確定通知書」（様式第５号）により，補助事業

者に通知するものとする。 

（助成金交付の時期） 

第１５条 助成金は，前条の規定により確定した額を補助対象事業の終了後に交付す

るものとする。ただし，市長が，補助対象事業の終了前に交付することが適当であ

ると認める場合には，一括又は分割して事前に交付することができるものとする。 

２ 前項ただし書きの場合において，確定した額が既に交付された額に満たないとき

には，その満たない額を返還しなければならない。 

３ 第１４条第２項の規定は，前項の規定により助成金を返還させる場合についても

準用する。 

（報告等） 

第１６条 市長は，申請者又は補助事業者に対して必要な報告を求め，又は必要な調

査もしくは指示を行うことができる。 

（助成の取り消し） 

第１７条 市長は，申請者又は補助事業者が次の各号のいずれかに該当する場合は助

成を取り消し，又は交付した助成金の全部もしくは一部を返還させることができる

ものとする。 

 （１）虚偽の申請その他不正の行為があったとき。 

 （２）この要綱に違反したとき。 



 （３）第１１条第３項の規定により付された条件に違反したとき。 

 （４）前各号に掲げるもののほか，市長が助成を行うことを不適当と認めたとき。 

（雑則） 

第１８条 この要綱の実施に関し必要な事項は，住宅都市局長が別に定めるほか，福

岡市補助金交付規則の定めるところによる。 

 

 
    附 則 

この要綱は，平成１１年１０月２８日から施行する。 

    附 則 

この要綱は，平成１８年４月２４日から施行する。 

附 則 

この要綱は，平成２３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は，平成２４年３月１日から施行する。 

附 則 
 （施行期日） 

１ この要綱は，平成２６年４月１日から施行する。 
 （期  間） 

２ この要綱は，平成２９年３月３１日をもって廃止する。 



 
別表（第５条関係） 

 

助成対象外経費 
経 費 区 分 内     容 

団体の経常的な運営費 

 
事務室の賃借料，コピー機のリース料，電話加入権，調査・

検討を直接の目的としない人件費等 
 

調査検討終了後の委託費 
 
調査・検討終了後の建替実施設計等 

 

食 料 費 
 
打ち上げ・懇親会等 
 

備品購入費  

 
購入価格が１万円以上で耐用年数が１年以上のもの。 
ただし，事業推進にあたり必要がある場合で，市長が特に

必要と認める場合は，対象とすることができる。 
 

 


